
緊急事態宣言の影響緩和に係る一時支援金

【対象者】
A 又はB のいずれかとC の要件を満たす中小法人・個人事業者

A 緊急事態宣言に伴う飲食店時短営業の影響を受けていること
（緊急事態宣言地域の時短営業飲食店に商品等を納入する食品加工業者、生産者、流通関連事業者など）

B 緊急事態宣言に伴う外出・移動自粛の影響を受けていること
（緊急事態宣言地域からの顧客に対し商品・サービスの提供を行う旅行関連事業者やその事業者に商品・サービスの提供を行う事業者など）

C 2020年比又は2019年比で、2021年の１～３月のいずれかの月の売上げが50％以上減少していること

【給付額】
計算式： （2020年又は2019年の１～３月の合計売上）－ （2021年の減少月の売上×３）
上 限 ： 中小法人６０万円 個人事業者３０万円

【申請方法】
１）一時支援金事務局ホームページで仮登録を行い、申請IDを取得する
２）必要な書類を準備する

①履歴事項全部証明書（法人）又は本人確認書類（個人） ②2019年及び2020年の確定申告書 ③2019年以降の帳簿書類
④2019年以降の通帳 ⑤宣誓・同意書（ホームページからダウンロード）

３）商工団体や金融機関などの登録確認機関で事前確認を受ける（お近くの登録確認機関はホームページで確認）
４）ホームページから又は申請サポート会場で申請を行う
※申請サポート会場は大分市内にあり、完全予約制です。電話予約は0120-211-240から。

【申請期間】 2021年3月8日～5月31日
【問合せ先】 一時支援金事務局相談窓口 0120-211-240 【 ホームページ】 https://ichijishienkin.go.jp/

緊急事態宣言に伴う飲食店の時短営業や不要不急の外出・移動の自粛の影響を受け、
売上げが５０％以上減少した中小法人、個人事業者に一時支援金を給付します。

以下の「旅行関連事業者」は、統計データにより大分県全域が影響を受けた地域に該当し、Bの要件をクリアすることが確認されて
います。
飲食事業者、宿泊事業者、旅客運送事業者（タクシー、バス等）、自動車賃貸業、旅行代理店事業者、文化・娯楽サービス事業者（博物館、
美術館、動物園、植物園、水族館、公園、遊園地、公衆浴場、興業場、興業団等）、小売事業者（土産物店等） 等

該当業種で申請する事業者は、別添の国資料をその確認資料として保存してください。




